
東京高圧山崎株式会社



代表取締役会長

前 田  浩 正
代表取締役社長

二階堂 貴朗
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代表取締役社長

二階堂 貴朗
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

 第１号議案  　剰余金の処分の件

第 54 期の期末配当につきましては、当事業年度の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまして、以下

のとおりといたしたいと存じます。

（１）  配当財産の種類

  金銭

（２）  配当財産の割当てに関する事項及びその総額

  当社普通株式１株につき金 100 円

  総額 40,965,300 円

（３）  剰余金の配当が効力を生じる日

  2026 年８月29日

（４）配当金支払開始日

  2026 年８月31日
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 第２号議案第２号議案  　取締役（監査等委員である取締役を除く。）11 名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）11 名全員は、本総会終結の時を

もって任期満了となりますので、取締役 11 名の選任をお願いするものであります。なお、本議案について、

監査等委員会で検討がなされ、各候補者は当社の取締役として適任であるとの意見表明を受けております。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名 当社における現在の地位及び担当 候補者属性

１ 前 田  浩 正 代表取締役会長  再 任 　

２ 二 階 堂　 貴 朗 代表取締役社長  再 任   

３ 山 口 美 紀 生 取締役相談役  再 任 　

４ 定 永  明 雄 取締役  再 任   

５ 村 山  真 一 常務取締役 ガス・溶材本部長  再 任 　

６ 細 岡  弘 樹 常務取締役 経営企画部長 IR 担当  再 任　   社 外 

７ 鈴 木  正 浩 取締役  再 任　   社 外

８ 額 田 み さ 子 社外取締役  再 任　    社 外

９ 増 田  　 　 隆 社外取締役  再 任　    社 外

10 山 口  立 太 社外取締役  再 任　    社 外

11 筒 井 亮 次 社外取締役  再 任　    社 外

再 任　再任候補者  　    社 外   社外役員
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◆ 取締役会への出席状況：13 回／14 回（92.9％） 　◆ 所有する当社株式の数： 72,880 株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1958年４月 東京精工㈱ 入社

1968年２月 東海産業㈱ （現 東日本イワタニガス㈱）

 入社

1972年７月 当社 専務取締役

1974年１月 オガワ産業㈱ 代表取締役社長

1999年６月 当社 取締役副社長

2003年６月 当社 代表取締役社長

2010年７月 東日本高圧㈱ 取締役（現任）

 

◆ 取締役候補者とした理由

前田浩正氏は、当社の設立時から経営に携わり、2003年6月より代表取締役社長、2023年8月より代表取締役

会長として優れた経営手腕とリーダーシップを発揮して会社をけん引してまいりました。また重要な子会社

及び関係会社等の役員を兼任するなど、当社グループの事業にも深く精通しており、豊富な経験と高い見識で

事業の拡大と企業価値向上に多くの成果を上げてきました。今後も同氏の経験と見識を当社グループ経営に

活かすため、引き続き取締役候補者としております。

2012年９月 ウシオ商工㈱ 代表取締役社長

2014年９月 同社 取締役会長（現任）

2015年３月 オガワ産業㈱ 取締役会長（現任）

2015年４月 東京マイビス㈱ 代表取締役社長

2023年８月 当社 代表取締役会長（現任）

2024年７月 メーコー㈱ 取締役（現任）

2025年６月 北関東総合ガスセンター㈱ 監査役（現任）

2026年６月 川口總合ガスセンター㈱ 監査役（現任） 

 　

 

前 田  浩 正前 田  浩 正
ま え   だ       ひ ろ  ま さ 再 任

1936年１月19日生

候補者番号

１
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2019年１月 同社 南関東支店長

2020年３月 同社 取締役執行役員事業本部長

 兼 南関東支店長 

2020年７月 同社 取締役執行役員事業本部長

2022年１月 当社 顧問

2022年２月 当社 専務取締役経営企画本部長

2022年６月 北関東総合ガスセンター㈱ 取締役

2022年８月 当社 専務取締役経営企画本部長 IR担当

2023年８月 当社 代表取締役社長（現任）

◆ 取締役会への出席状況：14 回／14 回（100％） 　◆ 所有する当社株式の数： ０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況） 

1981年４月 昭和電工㈱（現 ㈱レゾナック）入社

2006年１月 同社 化学品事業部門化学品SCM

 センター長

2012年４月 同社 化学品事業部門基礎化学品事業部

 アンモニア・誘導品部長

2013年１月 昭和電工ガスプロダクツ㈱ 

 （現 ㈱レゾナック・ガスプロダクツ） 出向

 同社 産業ガス事業部長

2014年４月 同社 中部支店長

◆ 取締役候補者とした理由

二階堂貴朗氏は、他社において産業ガスを含む化学品の営業に従事し、その豊富な経験と専門的な知識を有し

ているほか、取締役として会社の経営にも関与してきました。2023年からは代表取締役社長として優れた経

営手腕とリーダーシップを発揮して会社をけん引しております。同氏の経験と見識が今後も当社の発展に貢

献するものと判断し、引き続き取締役候補者としております。

二 階 堂  貴 朗二 階 堂  貴 朗

 に   か い   ど う   　 た か   お 再 任

1958年８月18日生

候補者番号

２
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◆ 取締役会への出席状況：14 回／14 回（100％） 　◆ 所有する当社株式の数： ０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1975年４月 大陽酸素㈱（現 日本酸素㈱） 入社

2009年６月 大陽日酸㈱（現 日本酸素㈱） 執行役員

2013年６月 同社 常務執行役員産業ガス事業本部

 副本部長

2017年６月 大陽日酸ガス＆ウェルディング㈱

　　　　　　（現 日本酸素 G&W㈱） 取締役副社長

2020年６月 同社 特別顧問

◆ 取締役候補者とした理由

山口美紀生氏は、他社において産業ガスの営業に従事し、その豊富な経験と専門的な知識を有しているほか、

取締役として会社の経営にも関与してきました。現在は、取締役相談役としてその手腕を発揮しており、今

後も更なる当社の発展に貢献するものと判断し、引き続き取締役候補者としております。

山 口  美 紀 生山 口  美 紀 生
や ま  ぐ ち 　    み    き    お 再 任

1954年10月11日生

候補者番号

３

2022年１月 当社 顧問

2022年２月 当社 常務取締役営業本部長

2022年６月 川口總合ガスセンター㈱ 代表取締役

 静岡ガスセンター㈱ 監査役

2023年６月 当社 常務取締役産業ガス本部長

2023年８月 当社 取締役相談役（現任）
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◆ 取締役会への出席状況：12 回／14 回（85.7％） 　◆ 所有する当社株式の数： 300 株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1959年４月 ㈱栄月商店（現 栄月㈱）入社

1961年７月 伊藤忠燃料㈱（現 伊藤忠エネクス㈱）

 入社

1973年４月 同社 東京支店総括課長

1989年７月 同社 社長室長

1993年６月 同社 取締役岡山支店長

1996年４月 同社 取締役人事総務部長

1997年６月 同社 常務取締役企画管理本部長代行

 兼 人事総務部長

1999年６月 同社 代表取締役常務管理本部長

2000年６月 同社 代表取締役専務東日本支社長

2002年６月 シナネン㈱ 代表取締役専務財経本部長

◆ 取締役候補者とした理由

定永明雄氏は、他社において様々な事業部門及び会社経営についての豊富な経験と高い見識を有しており、

当社の持続的成長のために必要な役割を果たしております。現在は、当社グループ経営への助言や子会社の

監督を行っており、今後も当社グループの企業価値向上に貢献するものと判断し、引き続き取締役候補者と

しております。

定 永  明 雄定 永  明 雄
さ だ  な が 　   あ き    お 再 任

1940年11月２日生

候補者番号

４

2006年６月 当社 監査役

2009年９月 当社 相談役

2011年６月 当社 取締役相談役

2011年９月 ウシオ商工㈱ 取締役（現任）

2017年10月 当社 取締役管理本部長 IR担当

2018年５月 メーコー㈱ 取締役相談役

2019年８月 北関東総合ガスセンター㈱ 監査役

2020年５月 メーコー㈱ 取締役会長

2020年６月 当社 取締役副社長 IR担当

2022年８月 当社 取締役相談役

2023年８月 当社 取締役（現任）

2024年７月 メーコー㈱ 取締役相談役（現任）



11

招

集

通

知

株
主
総
会
参
考
書
類

株
主
総
会
参
考
書
類

事

業

報

告

計

算

書

類

監

査

報

告

書

 

◆ 取締役会への出席状況：14 回／14 回（100％） 　◆ 所有する当社株式の数： ０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1990年４月 ㈱山崎商店（現 東京高圧山崎㈱）入社

2007年４月 当社 転籍

2008年３月 デンヨー興産㈱ 入社

2009年４月 デンヨー㈱ 転籍

2009年６月 当社 入社

2018年４月 当社 執行役員関西営業部長

2020年７月 当社 上席執行役員溶接機器部門長

2023年６月 当社 上席執行役員溶接機器本部長

2023年８月 当社 取締役溶接機器本部長

◆ 取締役候補者とした理由

村山真一氏は、長年にわたる溶接機材や産業機器の営業経験と専門的な知識を有しており、現在はガス・溶

材本部長としてその手腕を発揮しております。当社グループの更なる企業価値向上に貢献するものと判断し、

引き続き取締役候補者としております。

村 山  真 一村 山  真 一
む ら  や ま     し ん  い ち 再 任

1972年２月２日生

候補者番号

５

2023年９月 当社 取締役ガス・溶材本部長

2024年３月 北関東総合ガスセンター㈱ 取締役

                  （現任）

2024年６月 川口總合ガスセンター㈱ 代表取締役

                  （現任）

 静岡ガスセンター㈱ 監査役（現任）

2024年８月 当社 常務取締役ガス・溶材本部長

                  （現任）
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◆ 取締役会への出席状況：13 回／14 回（92.9％） 　◆ 所有する当社株式の数： ０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1997年４月 ㈱クロゼン 入社

2001年11月  ㈱ヤッパ（現 ㈱ZOZO NEXT） 入社

2004年６月 ㈱インターテック 内部監査室長

2005年３月 同社 経営企画室長

2009年４月 当社 経営企画室長

     

◆ 取締役候補者とした理由

細岡弘樹氏は、他社において主に管理部門や経営企画部門に従事し、その豊富な経験と経営全般に関する幅

広い知識を有しているほか、IPO推進担当として当社の株式上場に大きく貢献しました。当社グループの更

なる企業価値向上に貢献するものと判断し、引き続き取締役候補者としております。

細 岡  弘 樹細 岡  弘 樹
ほ そ  お か 　   ひ ろ    き 再 任

1973 年３月28日生

候補者番号

６

2020年７月 当社 上席執行役員経営企画室長

2022年２月 当社 上席執行役員経営企画部長

2023年８月 当社 取締役経営企画部長 IR担当

2024年８月 当社 常務取締役経営企画部長 IR担当 

                  （現任）
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◆ 取締役会への出席状況：14 回／14 回（100％） 　◆ 所有する当社株式の数： ０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1978年４月 ダイコロ㈱ 入社

1982年２月 オガワ産業㈱ 入社

1991年８月 当社 転籍

1995年４月 オガワ産業㈱ 出向

 同社 取締役統括部長

◆ 取締役候補者とした理由

鈴木正浩氏は、産業ガス・溶材機材事業において40年以上にわたる豊富な経験と専門的な知識を有している

ほか、代表取締役社長として会社の経営にも関与してきました。今後も当社グループの更なる企業価値向上

に同氏の経験と見識が活かされるものと判断し、引き続き取締役候補者としております。

鈴 木  正 浩鈴 木  正 浩
す ず 　 き 　 　  ま さ   ひ ろ 再 任

1960 年６月13 日生

候補者番号

７

2001年４月 同社 常務取締役

2015年１月 同社 転籍

2015年２月 同社 代表取締役社長（現任）

2023年８月 当社 取締役（現任）
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◆ 取締役会への出席状況：13 回／14 回（92.9％） 　◆ 所有する当社株式の数： ０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1989年５月 弁護士登録

1995年４月 中央大学法学部非常勤講師

1999年７月 額田・井口法律事務所 所属（現職）

2000年４月 第二東京弁護士会 子どものための

 権利に関する委員会委員長

2001年４月 最高裁判所司法研修所刑事弁護教官

2008年６月 日本弁護士連合会 市民のための法教育 

 委員会副委員長 

◆ 取締役候補者とした理由

額田みさ子氏は、弁護士としての豊富な専門知識や経験を有しております。その豊富な知識と経験に基づき、

当社の持続的成長を促し中長期的な企業価値の向上を図る観点から、当社取締役会の意思決定機能や監督機

能の実効的な強化に貢献いただけると判断し、引き続き社外取締役候補者としております。

額 田  み さ 子額 田  み さ 子
ぬ か   だ 　      み    さ    こ   再 任

1956年９月24日生

候補者番号

８
 社 外

2010年９月 法と教育学会 理事

2015年11月 第二東京弁護士会 綱紀委員会委員

2019年６月 当社 取締役（現任）

2022年２月 第二東京弁護士会 懲戒委員会委員（現任）

2022年９月 法と教育学会 副理事長（現任）
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◆ 取締役会への出席状況：12 回／14 回（85.7％） 　◆ 所有する当社株式の数：０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1964年４月 東亜薬品工業㈱ 取締役

1966年４月 鳥居薬品㈱ 出向

1967年４月 東亜薬品工業㈱ 取締役社長室長

1970年４月 同社 専務取締役

◆ 取締役候補者とした理由

増田隆氏は、他社において1988年２月より代表取締役社長として、2019年２月より取締役会長としてその

経営手腕を発揮し、企業経営に関する豊富な経験と幅広い知見を有していることから、当社取締役会の意思

決定機能や監督機能の実効的な強化に貢献いただけると判断し、引き続き社外取締役候補者としております。

増 田  隆増 田  隆
ま す   だ      た か し 再 任  

1941年５月９日生

候補者番号

９
 社 外

1988年２月 同社 代表取締役社長

2019年２月 同社 取締役会長（現任）

2020年６月 当社 取締役（現任）
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◆ 取締役会への出席状況：13 回／14 回（92.9％） 　◆ 所有する当社株式の数： ０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

1992年４月 昭和電工㈱（現 ㈱レゾナック） 入社

2008年３月 同社 化学品事業部門化学品事業部

 ガス・化成品部（西日本）リーダー

2010年６月 同社 化学品事業部門化学品事業部

 ガス・化成品部

                  （無機工業薬品グループ）リーダー

2012年１月 同社 化学品事業部門化学品事業部

 ソーダ・誘導品部

                  （無機工業薬品グループ）リーダー

2017年１月 同社 基礎化学品事業部化成品部

                  （アンモニアグループ） リーダー

◆ 取締役候補者とした理由

山口立太氏は、化学品業界における豊富な経験や幅広い知見、また他社の代表取締役社長として会社の経営

にも関与しております。当社取締役会の意思決定機能や監督機能の実効的な強化に貢献いただけると判断し、

引き続き社外取締役候補者としております。

山 口  立 太山 口  立 太
や ま  く ち 　 　 りゅう   た 再 任  

1967 年２月３日生

候補者番号

10
 社 外

2020年１月 同社 基礎化学品事業部化成品部長

2023年１月 ㈱レゾナック

 基礎化学品事業部化成品部長

 2024年１月 ㈱レゾナック・ガスプロダクツ

 代表取締役社長 兼 事業本部長

2024年８月 当社 取締役（現任）

2025年１月 ㈱レゾナック・ガスプロダクツ

 代表取締役社長（現任）
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◆ 取締役会への出席状況：10 回／10 回（100％） 　◆ 所有する当社株式の数： ０株

◆ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）

2004年９月 税理士法人経世会 入所

2005年９月 大久保隆正税理士事務所 入所

2007年９月 税理士法人山田＆パートナーズ 入所

2011年４月 税理士法人経世会 入所

2016年２月 税理士登録

◆ 取締役候補者とした理由

筒井亮次氏は、税理士としての豊富な専門知識や経験を有しております。その豊富な知識と経験に基づき、

当社の持続的成長を促し中長期的な企業価値の向上を図る観点から、当社取締役会の意思決定機能や監督機

能の実効的な強化に貢献いただけると判断し、引き続き社外取締役候補者としております。

筒 井  亮 次筒 井  亮 次
つ つ   い      り ょ う  じ 再 任  

1980 年 10 月 17 日生

候補者番号

11
 社 外

2016年３月 税理士法人経世会社員

2018年５月 岡田工業㈱ 監査役（現任）

2018年６月 税理士法人経世会代表社員（現職）

2025年８月 当社 取締役（現任）
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    （注） １．取締役候補者である増田隆氏は、東亜薬品工業株式会社の取締役会長であり、当社は同社と商取引関係が

あります。

２．取締役候補者である山口立太氏は、株式会社レゾナック・ガスプロダクツの代表取締役社長であり、当社

は同社と商取引関係があります。

３．その他各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

４．額田みさ子氏、増田隆氏、山口立太氏及び筒井亮次氏は、社外取締役候補者であります。

５．額田みさ子氏、増田隆氏、山口立太氏及び筒井亮次氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、各氏の

社外取締役としての在任期間は、本総会集結の時をもって額田みさ子氏が 7 年、増田隆氏が 6 年、山口立太

氏が 2 年、筒井亮次氏が１年となります。

６．当社は、額田みさ子氏、増田隆氏、山口立太氏及び筒井亮次氏の選任が承認された場合、各氏との間で、

当社定款に基づき、法令に定める額を限度として損害賠償責任を限定する責任限定契約を継続する予定であ

ります。

７．当社は、会社法第 430 条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、

当社取締役（監査等委員である取締役も含む。）である被保険者が、会社の役員としての職務の遂行に起因し

て会社訴訟、第三者訴訟又は株主代表訴訟等の損害賠償請求がなされたことにより被る損害賠償金や争訟費

用等を補填することとしております（ただし、被保険者の犯罪行為等に起因するものは除きます）。各候補者

が再任又は選任された場合には、候補者各氏は当該契約の被保険者に含められることとなります。また、当

該保険契約は次回更新時においても、更新する予定であります。



19

招

集

通

知

株
主
総
会
参
考
資
料

事

業

報

告

事

業

報

告

計

算

書

類

監

査

報

告

書

添付書類

事業報告（自  2025 年６月１日　至  2026 年５月31日）

１．会社の現況に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）事業の経過及びその成果

　当事業年度の日本経済は、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費に持ち直しの動きがみられ

たほか、企業の設備投資も底堅く推移するなど、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。

一方、原材料・エネルギー価格の高止まりや物流費・人件費の上昇に加え、中東情勢など先行き

不透明な状況が続いております。

　このような事業環境のもと、当社は産業ガス・溶材機材事業の収益力強化、高付加価値製品の

販売に努め、価格の是正及び配送の合理化と生産効率の向上、安定供給体制の強化に取り組んで

まいりました。

　この結果、当事業年度の業績は、売上高119億９百万円（前期比10.8％増）、営業利益３億77

百万円（前期比61.7％増）、経常利益４億10百万円（前期比59.9％増）、当期純利益２億42百万

円（前期比35.0％増）となりました。　

 売上高（百万円）  営業利益営業利益（百万円）  経常利益経常利益（百万円）  当期純利益当期純利益（百万円）

10,752 10,752 

2025 年５月期　2026 年５月期 2025 年５月期　2026 年５月期 2025 年５月期　2026 年５月期 2025 年５月期　2026 年５月期

233233 256256
179179

11,90911,909

377377
410410

242242
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　産業ガスは、主要顧客である鉄鋼・建設分野の需要停滞や、原材料・物流コストの上昇等、国

内需要は全体として低調に推移いたしました。このような状況のなか、ユーザー及び販売店への

安定供給体制を維持するとともに、価格是正の推進、新規・スポット案件の受注に注力した結果、

売上・利益ともに増加いたしました。

　溶材機材は、主要顧客である鉄鋼・重工業界では、人手不足や資材高騰による工期遅延の影響

が続いておりましたが、溶接材料・機械設備は底堅く推移いたしました。海外向けについても、

横ばいを維持したことで、売上・利益ともに増加いたしました。

　この結果、産業ガス・溶材機材事業の売上高は86億61百万円（前期比2.5％増）、セグメント

利益は２億68百万円（前期比14.6％増）となりました。

　産業ガス・溶材機材事業

セグメント利益（百万円）売上高（百万円）売上高

セグメント利益

売上高構成比

72.772.7%

8686 億 6161 百万円

２２億 6868 百万円

2025 年５月期　2026 年５月期2025 年５月期　2026 年５月期

234234

8,4518,451

268268

8,6618,661

当事業年度における事業別の状況は、次のとおりであります。
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　化学品及び化成品は、酸化鉄や炭酸カリウムの新規受注、酸化ホウ素の市場拡大などに加え、

アクリルエマルジョンや食品添加物のグリシン等の販売が堅調に推移いたしました。また、ウレ

タン断熱パネル工事は、再生医療施設やクリーンルーム用パネル及び食品向け冷蔵設備の受注に

より売上・利益ともに増加いたしました。

　特機製品は、次世代半導体開発用大型成膜装置の売上が寄与したことと、旺盛な半導体市況に

より主力のマスフローコントローラの販売が堅調に推移したことにより、売上・利益ともに増加

いたしました。

　この結果、ファイン製品事業の売上高は32億17百万円（前期比41.6％増）、セグメント利益は

96百万円（前期は△10百万円）となりました。

　ファイン製品事業

セグメント利益セグメント利益（百万円）売上高売上高（百万円）売上高売上高

セグメント利益セグメント利益

売上高構成比

2727.00%

3232 億 1717 百万円

9696 百万円

2025 年５月期　2026 年５月期2025 年５月期　2026 年５月期

2,2712,271

△ 10△ 10

3,2173,217

9696
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1212

　その他は、不動産事業を営んでおり、売上高は31百万円（前期比7.5％増）、セグメント利益は

12百万円（前期比26.5％増）となりました。

　（２）設備投資等の状況（２）設備投資等の状況

　当事業年度における設備投資等の総額は、158百万円となりました。

　設備投資の主なものは、産業ガス充填用容器として67百万円、販売先向けガス供給設備として

22百万円、各工場における充填設備の改修として14百万円、ガス分析計として５百万円であります。

（３）資金調達の状況（３）資金調達の状況

　当事業年度における資金調達は、経常的な資金調達のみで、特に記載すべき事項はありません。

（４）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況（４）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　当社は、2025年12月１日付で100％子会社である日興商事株式会社を吸収合併いたしました。

　その他

セグメント利益セグメント利益（百万円）売上高売上高（百万円）売上高売上高

セグメント利益セグメント利益

売上高構成比

00.33%

3131 百万円

1212 百万円

2025 年５月期　2026 年５月期2025 年５月期　2026 年５月期

2929

99

3131
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（５）対処すべき課題（５）対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、引き続き国内景気は緩やかな回復基調で推移している一方で、

原材料・エネルギー価格の高止まりや物流費・人件費の上昇に加え、為替の更なる円安への動きや

中東情勢など先行き不透明な状況が継続するものと思われます。

　このような事業環境のもと、当社は、株主、従業員をはじめとするあらゆるステークホルダーの

皆さまのご期待にお応えすべく、既存事業の競争力強化、内部管理体制の拡充と機能向上、人材の

確保と育成に取り組んでまいります。

　①　既存事業の競争力強化

　当社は、安定的な利益の拡大を図るため、産業ガス・溶材機材事業を一層強化してまい

ります。重点施策として、国内生産工場の集約化が進むアセチレンガスの増産・増販、フ

ロン代替ガス（HFO）の増販、そして物流コストの高止まりに対応するため、配送の合

理化に取り組んでまいります。

　②　内部管理体制の拡充と機能向上

　当社は、企業価値の向上を図るため、コーポレート・ガバナンスが有効に機能すること

が不可欠であると認識しております。そのため、健全なコーポレート・ガバナンス体制お

よび、有効な経営管理体制を確立するとともに、企業内容などを適正に開示する体制の整

備を進めてまいります。

　③　人材の確保と育成

　当社は、今後の事業拡大に合わせ、取引先の業種や製・商品の特性に応じた専門的な知

見を有する人材を育成することが、重要な経営課題であると認識しております。この課題

を克服するために、社員の資質向上を図り、事業拡大に伴う組織体制の整備を進めてまい

ります。
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（６）財産及び損益の状況の推移

区　　分
第 51 期

（2023 年 5月期）

第 52 期

（2024 年 5月期）

第 53 期

（2025 年 5月期）

第 54 期
（当事業年度）

（2026 年 5月期）

売上高　　　　　  （百万円） 11,099 10,723 10,752 11,909

経常利益　　   　  （百万円） 360 376 256 410

当期純利益　　　  （百万円） 163 251 179 242

1 株当たり当期純利益　 （円） 395.43 605.81 435.64 589.85

総資産　　　　  　（百万円） 9,217 9,158 9,357 9,923

純資産　　　　　  （百万円） 2,622 2,962 3,100 3,524

1 株当たり純資産　　   （円） 6,328.00 7,180.72 7,541.42 8,604.24

（注） １． １株当たり当期純利益は、期中平均発行株式総数に基づき計算しております。

       ２． １株当たり純資産は、期末発行済株式総数（自己株式を除く。）に基づき計算しております。

（７）重要な子会社の状況（７）重要な子会社の状況（2026年５月31日現在）

会 社 名 資 本 金（百万円） 当社の議決権比率（％） 主要な事業内容

ウシオ商工株式会社 13 100.0 各種高圧ガスの販売

オガワ産業株式会社 10 90.0 各種高圧ガスの販売

メーコー株式会社 50 77.9 建設塗材及び塗料の製造販売

（注） 当社は、2025 年 12 月 1 日付で 100％子会社である日興商事株式会社を吸収合併いたしました。
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（８）主要な事業内容（８）主要な事業内容（2026年５月31日現在）

事　　業 品　　　　　目

産業ガス・溶材機材事業

工業用ガス（酸素、窒素、アルゴン、炭酸ガス、ヘリウム、水素、アセ

チレン等）、医療用ガス、特殊ガス、その他各種ガス及びガス関連装置（炭

酸ガス中和装置等）、各種溶接材料、各種溶接溶断機器、各種器具機材及

び各種産業機械全般

ファイン製品事業

化学品及び化成品関連（各種工業用薬品、合成樹脂（PE、PP）、高純度

化学品、食品添加物（グリシン等））、フロン代替ガス（ＨＦＯ）、金属及

び金属製品、ウレタン断熱パネル、半導体関連（半導体用ガス、ガス循

環精製装置、グローブボックス、ＭＯＣＶＤ装置、真空蒸着装置、マスフロー

コントローラ等）

（９）主要な営業所及び工場（９）主要な営業所及び工場（2026年５月31日現在）

①　当社

区　　分 名称及び所在地

本　社 東京都渋谷区

営業所
城東、城北、城南、川口、埼玉、京葉、大川、湘南、

相模原、茨城、小山、郡山、いわき、大阪、津

工　場 　
羽田、埼玉、京葉、特殊ガス、千葉、茨城

栃木パネル

その他 エコ・ステーション

　— 産業ガス・溶材機材事業 —

　— ファイン製品事業 —
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②　子会社

会社名 本社所在地 工場所在地

ウシオ商工株式会社 埼玉県川越市 —

オガワ産業株式会社 千葉県市原市 —

メーコー株式会社 東京都渋谷区 東京都東村山市

（10）使用人の状況（10）使用人の状況（2026年５月31日現在）

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

190（14）名 ５（—）名 52.2 歳 11.6 年

事業区分 従業員数

産業ガス・溶材機材事業 158（８） 名

ファイン製品事業 16（５） 名

その他 －（１） 名

全社（共通） 16（—） 名

合計 190（14） 名

 （注）  １．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。） であり、臨時雇用者数 （契約社員、派

遣社員、パートタイマー、嘱託契約の従業員を含んでおります。） は、 （　） 内に年間の平均人員を外数で記載しております。

  ２．全社（共通） として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであります。
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（（1111）主要な借入先）主要な借入先（2026年５月31日現在）

借入先 借入額（百万円）

株式会社北陸銀行 416

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 398

株式会社りそな銀行 329

株式会社みずほ銀行 287

明治安田生命保険相互会社 186

株式会社日本政策金融公庫 181

株式会社千葉銀行 91

株式会社商工組合中央金庫 88

ウシオ商工株式会社 36

日本生命保険相互会社 1

（注） ウシオ商工株式会社は、当社の 100％子会社であります。

２．会社の株式に関する事項（2026 年５月 31 日現在）

（１）発行可能株式総数  1,750,000 株

（２）発行済株式の総数   439,386 株 （自己株式 29,733 株を含む。）

（３）当事業年度末日の株主数   37 名
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（４）大株主（上位１０名）

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

日本酸素株式会社 78,852 19.3

前田 浩正 72,880 17.8

株式会社レゾナック・ガスプロダクツ 62,560 15.3

日清紡ホールディングス株式会社 27,000 6.6

東京ガスケミカル株式会社 20,310 5.0

株式会社ＴＣＣ 18,800 4.6

東京高圧従業員持株会 17,657 4.3

小澤物産株式会社 17,500 4.3

株式会社北陸銀行 14,110 3.4

岩谷産業株式会社 11,000 2.7

（注）持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（29,733 株）を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
　

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　

（１）取締役の氏名等（2026年５月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 前 田　 浩 正

メーコー株式会社　取締役

ウシオ商工株式会社　取締役会長

オガワ産業株式会社　取締役会長

東日本高圧株式会社　取締役

北関東総合ガスセンター株式会社　監査役

代表取締役社長 二階堂　貴朗 －

取締役相談役 山口　美紀生 －

常務取締役 村 山　 真 一

ガス・溶材本部長

北関東総合ガスセンター株式会社　取締役

川口總合ガスセンター株式会社　代表取締役

静岡ガスセンター株式会社　監査役

常務取締役 細 岡　 弘 樹 経営企画部長 ＩＲ担当

取締役（非常勤） 定 永　 明 雄
メーコー株式会社　取締役相談役

ウシオ商工株式会社　取締役

取締役（非常勤） 鈴 木　 正 浩 オガワ産業株式会社　代表取締役社長

取締役 額 田　みさ子

額田・井口法律事務所　弁護士

第二東京弁護士会　懲戒委員会委員

法と教育学会　副理事長

取締役 増 田　　 隆 東亜薬品工業株式会社　取締役会長

取締役 山 口　 立 太 株式会社レゾナック・ガスプロダクツ 代表取締役社長

取締役 筒 井 亮 次
税理士法人経世会　代表社員

岡田工業株式会社　監査役

取締役（監査等委員長） 三 浦　 宏 之 －

取締役（常勤監査等委員） 田 中　 祐 次 －

取締役（監査等委員） 中 村 　 司 株式会社ネーチャーインテリジェンス　取締役
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（注） １．取締役額田みさ子氏、増田隆氏、山口立太氏及び筒井亮次氏並びに監査等委員である取締役三浦宏之氏及び中村司氏は、社外取

締役であります。

２．監査等委員会の監査・監督機能の強化や情報収集の充実、内部監査部門との密な連携を図るために、監査等委員の田中祐次氏を

常勤監査等委員に選定しております。

３．監査等委員である取締役三浦宏之氏は、化学会社の管理部門における業務執行経験が豊富であり、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります

（２）責任限定契約の内容の概要（２）責任限定契約の内容の概要

　当社は、各社外取締役及び各監査等委員である取締役との間に、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低限度額としております。

（３）役員等賠償責任保険契約に関する事項（３）役員等賠償責任保険契約に関する事項

　当社は、当社取締役を被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保

険契約を保険会社との間で締結しております。

　当該契約の内容の概要は次のとおりであります。

①　会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった争訟費用

及び損害賠償金等を補填の対象としております。

②　役員等の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置として、被保険者による

犯罪行為等に起因する損害等については、補填の対象外としております。

（４）当事業年度に係る取締役の報酬等（４）当事業年度に係る取締役の報酬等

①　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針という。） を次の

とおり定めております。

　当社は、取締役の報酬額及びその算定方法を、株主総会において決定された限度額の範囲に

おいて、役位や職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。

　取締役の報酬は、基本報酬及び役員退職慰労金であり、基本報酬の改定は、役位及び役割の
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変更、業容の変化、報酬水準の情勢等を勘案して決定します。役員退職慰労金については、当

該取締役の取締役在任期間、在任期間中の功労、役職別基準年額を総合的に勘案する当社所定

の基準により取締役会にて決定しております。

　なお、役員退職慰労金は報酬の後払い的要素が強いため、2014年２月13日付取締役会にお

いて2014年４月１日以降に就任した取締役には適用しないことを決定しております。

②　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬（使用人兼務取締役の使用人分給

与は含まない。）の限度額は、2019年６月26日開催の第47回定時株主総会において年額300

百万円以内（うち社外取締役分は20百万円以内）と決議いただいております。当該定時株主

総会終結時点の取締役の員数は11名（うち社外取締役は４名）であります。

　また、監査等委員である取締役の報酬限度額は、2019年６月26日開催の第47回定時株主総

会において年額30百万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査

等委員である取締役の員数は３名（うち社外取締役は２名）です。

　役員退職慰労金については、取締役在任中の功労に報いるため支給することを取締役会に一

任する旨の株主総会決議により承認を得たうえで、取締役会にて当社所定の基準による相当額

の範囲内の報酬額を決議し、当該取締役退任時に支払うこととしております。

③　取締役（監査等委員である取締役を除く。） の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関

する事項

　当社における取締役の個人別報酬額の決定に関しては、別に定める報酬委員会規程に基づき、

委員３名以上かつ委員の半数以上を社外取締役で構成する報酬委員会が、取締役会の諮問に応

じて次の事項について協議し、その結果を取締役会に答申しております。

　なお、取締役会および監査等委員会は、報酬委員会からの答申を十分に考慮・尊重したうえ

で、最終的な決定を行います。

・  会社の取締役（監査等委員である取締役も含む）が受ける報酬等の方針の策定

・  会社の取締役（監査等委員である取締役を除く）が受ける個人別の報酬等（取締役が使用人

を兼務しているときは、使用人として受ける報酬等を含む。）の内容の決定
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（５）役員の報酬等の額（５）役員の報酬等の額

区　　分
報酬等の総額　

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員の

員数（人）基本報酬　 役員退職慰労引当金

取締役

（監査等委員である取締役を除く。）
137 137 － 10

（うち社外取締役） （８） （８） （－） （３） 

監査等委員である取締役 15 15 － ３

（うち社外取締役） （９） （９） （－） （２） 

（注）  取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

（６）社外役員に関する事項（６）社外役員に関する事項

　
①　重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

　取締役増田隆氏は、東亜薬品工業株式会社の取締役会長を兼任しており、当社は同社と商取

引関係があります。

　取締役山口立太氏は、株式会社レゾナック・ガスプロダクツの代表取締役社長を兼任してお

り、当社は同社と商取引関係があります。

　取締役額田みさ子氏は、額田・井口法律事務所の弁護士を兼任しておりますが、当社は同事

務所と特別の関係はありません。

　取締役筒井亮次氏は、税理士法人経世会の代表社員及び岡田工業株式会社の監査役を兼任し

ておりますが、当社は同法人及び同社と特別の関係はありません。

　監査等委員である取締役中村司氏は、株式会社ネーチャーインテリジェンスの取締役を兼任

しておりますが、当社は同社と特別の関係はありません。

　監査等委員である取締役三浦宏之氏は、該当事項はありません。
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②　当事業年度における主な活動状況
　

氏　　名 地　　位 主な活動状況

額 田  みさ子 社外取締役
当事業年度に開催された取締役会14回中13回出席し、弁
護士としての豊富な専門知識や経験から、必要に応じ、
適宜発言を行っております。

増  田        隆 社外取締役
当事業年度に開催された取締役会14回中12回出席し、経
験豊富な経営者としての見地から、経営の透明性・公正
性を高めるため、必要に応じ、適宜発言を行っております。

山  口　立  太 社外取締役
当事業年度に開催された取締役会14回中13回出席し、主
に産業ガス業界における豊富な経験から、必要に応じ、
適宜発言を行っております。

筒  井　亮  次 社外取締役
当事業年度に開催された取締役会10回中10回出席し、税
理士としての豊富な専門知識や経験から、必要に応じ、
適宜発言を行っております。

三  浦   宏  之
社外取締役

（監査等委員長）

当事業年度に開催された取締役会14回中13回出席し、ま
た監査等委員会15回中14回にそれぞれ出席し、主に産業
ガス業界における監査役としての経験から、独立した立
場で取締役の職務の執行の監査を的確かつ公正に行い、
当社の監査機能充実の役割を担っております。

中　村　　司
社外取締役

（監査等委員）

当事業年度に開催された取締役会14回中14回に出席し、
また監査等委員会15回中15回にそれぞれ出席し、独立し
た立場で取締役の職務の執行の監査を的確かつ公正に行
い、当社の監査機能充実の役割を担っております。
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５．会計監査人の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　

（１）会計監査人の名称  東邦監査法人

（２）報酬等の額

区分 支払額（百万円）

当事業年度に係る報酬等の額 25

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 25

（注） １． 監査等委員会は、監査計画の内容を確認するとともに、当該事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会

計監査人の報酬等につき、会社法第 399 条第１項の同意を行いました。

   ２． 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第

110 条第５項の規定に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係

る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

（３）非監査業務の内容

          　該当事項はありません。

（４）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると判断した場合は、監査等

委員全員の同意により、会計監査人を解任いたします。

　また、監査等委員会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められた場合、そ

の他必要と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容

を決定いたします。

（５）責任限定契約の内容の概要

          　該当事項はありません。
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計算書類

貸借対照表（2026 年５月 31 日現在）　

科　　目 金　　額

（資産の部）（資産の部）

流　動　資　産流　動　資　産 5,449,340

　　現金及び預金 1,222,324

　　受取手形 92,095

　　電子記録債権 1,682,444

　　売掛金 1,535,382

　　有価証券 50,000

　　商品及び製品 705,260

　　仕掛品 1,175

　　原材料 110,883

　　短期貸付金 7,999

　　その他 43,170

　　貸倒引当金 △ 1,397

固　定　資　産固　定　資　産 4,474,262

　有形固定資産　 2,323,074

　　建物 373,732

　　構築物 42,067

　　機械及び装置 155,460

　　車両運搬具 7,885

　　工具、器具及び備品 183,037

　　土地 1,531,560

　　リース資産 29,330

　無形固定資産 157,966

　　のれん 45,664

　　借地権 100,000

　　その他 12,302

　投資その他の資産 1,993,220

　　投資有価証券 1,093,484

　　関係会社株式 665,552

　　長期貸付金 59,546

　　差入保証金 65,304

　　その他 109,347

　　貸倒引当金 △ 14

　　

　　　　　　資産合計　　　　　　資産合計 9,923,6029,923,602

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

科　　目 金　　額

（負債の部）（負債の部）

流　動　負　債流　動　負　債 5,076,124

　　支払手形 12,254

　　電子記録債務 2,408,793

　　買掛金 1,117,840

　　短期借入金 500,000

　　１年内返済予定の長期借入金 553,333

　　リース債務 12,919

　　未払金 132,541

　　未払費用 84,653

　　未払法人税等 99,461

　　賞与引当金 60,761

　　その他 93,565

固　定　負　債固　定　負　債 1,322,722

　　長期借入金 963,668

　　リース債務 24,365

　　繰延税金負債 71,735

　　役員退職慰労引当金 74,488

　　退職給付引当金 115,266

　　資産除去債務 25,111

　　その他 48,086

　　　　　　　　　負債合計　　　　　　　　　負債合計 6,398,8466,398,846

（純資産の部）（純資産の部）

株　主　資　本株　主　資　本 3,087,613

　資本金 779,294

　資本剰余金 500,061

　　資本準備金 500,061

　利益剰余金 1,943,017

　　利益準備金 104,745

　　その他利益剰余金 1,838,272

　　　別途積立金 295,500

　　　繰越利益剰余金 1,542,772

　自己株式 △ 134,758

評価・換算差額等評価・換算差額等 437,142

　その他有価証券評価差額金 437,142

　　　　　　　　　純資産合計　　　　　　　　　純資産合計 3,524,7563,524,756

　　　　　負債及び純資産合計　　　　　負債及び純資産合計 9,923,6029,923,602

（注）  記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書（ 自 2025 年６月１日　至  2026 年５月 31 日 ）　　　　　　　　　　        　（単位：千円）

科　　　目 金　　　額

売 上 高売 上 高 11,909,918

売 上 原 価売 上 原 価 9,217,141

売 上 総 利 益売 上 総 利 益 2,692,777

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,315,615

営 業 利 益営 業 利 益 377,161

営 業 外 収 益営 業 外 収 益

　受取利息 3,394

　受取配当金 21,022

　業務受託料 23,048

　家賃収入 8,612

　受取補償金 7,828

　為替差益 11,395

　その他 5,700 81,002

営 業 外 費 用営 業 外 費 用

　支払利息 39,505

　その他 7,720 47,225

経 常 利 益経 常 利 益 410,938

特 別 利 益特 別 利 益

　固定資産売却益 19

　抱合せ株式消滅差益 10,688 10,707

特 別 損 失特 別 損 失

　固定資産除却損 6,056

　関係会社債権放棄損 35,100 41,156

税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益 380,490

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 136,611

法 人 税 等 調 整 額法 人 税 等 調 整 額 1,753

当 期 純 利 益当 期 純 利 益 242,125

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（ 自 2025 年６月１日　至  2026 年５月 31 日 ）　　　　　　   　（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金 

合計
利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 779,294 500,061 500,061 104,745 295,500 1,325,316

当期変動額

　剰余金の配当 △ 24,669

　当期純利益 242,125

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － 217,455

当期末残高 779,294 500,061 500,061 104,745 295,500 1,542,772

株主資本 評価・換算差額等

純資産

合計

利益剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計
利益剰余金

合計

当期首残高 1,725,562 △ 127,708 2,877,208 223,468 223,468 3,100,676

当期変動額

　剰余金の配当 △ 24,669 △ 24,669 △ 24,669

　当期純利益 242,125 242,125 242,125

　自己株式の取得 △ 7,050 △ 7,050 △ 7,050

　株主資本以外の項目の

　当期変動額（純額）
213,674 213,674 213,674

当期変動額合計 217,455 △ 7,050 210,405 213,674 213,674 424,079

当期末残高 1,943,017 △ 134,758 3,087,613 437,142 437,142 3,524,756

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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計算書類に係る会計監査人の会計監査報告

独立監査人の監査報告書独立監査人の監査報告書
2026 年７月23 日

東京高圧山崎株式会社

　取締役会　御中

東　邦　監　査　法　人

 東京都千代田区

 指定社員
 業務執行社員   

公認会計士　小　池　利　秀　　㊞

 指定社員
 業務執行社員   

公認会計士　小　山　雄　司　　㊞

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東京高圧山崎株式会社の2025年６月１日

から2026年５月31日までの第54期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本

等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分か



39

招

集

通

知

株
主
総
会
参
考
資
料

事

業

報

告

計

算

書

類

監

査

報

告

書

監

査

報

告

書

つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作

成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び

運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法

人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど

うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるか

どうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、

その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継

続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ

とにある。
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　計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算

書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、

個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、

重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意

見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す

る内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見

積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した

監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な

不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる

場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に

関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
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びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し

たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた

めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用

している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上
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監査等委員会の監査報告

監 査 報 告 書監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、2025年６月１日から2026年５月31日までの第54期事業年度における取締役の職

務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議

の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用

人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重

要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に

応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の

状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情

報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従っ

て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役会の職務の執行についても、指摘すべき事項

は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　　　会計監査人 東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　 2026年７月24日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京高圧山崎株式会社　監査等委員会

 監査等委員長　　　 三　浦　　宏　之　　㊞

 監査等委員（常勤）   田　中　　祐　次　　㊞

 監査等委員　　　　 中　村　　　司　　　㊞

（注） 監査等委員三浦宏之及び中村司は、会社法第 2 条第 15 号及び第 331 条第 6 項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会　会場ご案内図

セルリアンタワー東急ホテル　B２F　「弥生」

東京都渋谷区桜丘町26番 1 号

TEL: 03-3476-3000（代）

「渋谷駅」西口 徒歩 5 分

歩道橋渡り 国道246号沿い 徒歩 5 分

・電車： JR 山手線・埼京線・湘南新宿ライン

 東京メトロ 銀座線・半蔵門線・副都心線

 東急東横線・田園都市線・京王井の頭線　「渋谷駅」から徒歩 5 分

・車　： 首都高速 3 号線渋谷出入口より約 5 分、高樹町出入口より約 10 分
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